
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅰ．自治体ＥＡの必要性 

 

本編では、地方公共団体における自治体ＥＡ導入の必要性について説明します。 

 

 

１． ＩＴを活用した行政改革の推進・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ３ 
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３． ＩＴを活用した行政改革の実現手段としての自治体ＥＡの意義・・・・・・・ ７ 

４． サービスと組織・業務・システムの組み替えによる行政改革・・・・・・・・ ９ 
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１．ＩＴを活用した行政改革の推進 

 

・ ＩＴを活用した行政改革の実施に併せて、業務及び組織の見直しまで踏み込んだ更

なる行政改革への取り組みが求められる 

 

１）地方公共団体に対する指針 

国・地方を通じた厳しい財政状況の中、地方公共団体は徹底した行政改革を進め、これ

までよりも少ない人員でこれまで以上の業務・サービスの実施が可能となるような簡素で

効率的な行政を実現することが不可欠となります。 

平成 17 年 3 月に総務省が策定した「地方公共団体における行政改革の推進のための新

たな指針」（以下「新地方行革指針」）において、行政手続のオンライン化の推進や共同ア

ウトソーシングの推進等に取り組み、電子自治体を推進することとされ、またその際、業

務・システム全体を最適化する観点から、ＩＴを活用した業務改革に取り組み、住民サー

ビスの向上を図ることとされています。（資料１「新地方行革指針（抜粋）」） 

 

資料１ 新地方行革指針（抜粋） 

６ 電子自治体の推進 

電子自治体の推進に当たっては、情報セキュリティの確保にも十分留意しながら、「今

後の行政改革の方針」の趣旨を踏まえ、行政手続のオンライン化の推進、共同アウトソー

シングの推進、公的個人認証サービス、住民基本台帳ネットワークシステム、住民基本台

帳カード、総合行政ネットワーク（ＬＧＷＡＮ）などの利活用等に積極的に取り組むこと。

特に、下記の事項に留意した上で、電子自治体を推進することにより、住民サービスの

向上を図るとともに、業務改革を進めること。また、これにより、真に必要な業務に重点

的に職員を配置するなどメリハリのある職員配置に努めること。 

（１）電子自治体業務の標準化・共同化により、業務・システム全体を最適化する観点から、

ＩＣＴを活用した業務改革に取り組むとともに、電子自治体業務の共同処理センターの

運用を民間に委託する「共同アウトソーシング」を推進する等、低廉なコストで高い水

準の運用を実現するよう取り組むこと。 

（２）いわゆる旧式（レガシー）システムについては、業務・システムの最適化を図る中で、

改善・刷新に取り組んでいくとともに、職員の能力開発や民間の専門的な能力・ノウハ

ウの活用等により、情報システムの品質、コスト等に関する評価能力の向上を図り、情

報システムの調達の適正化に努めること。 

 

さらに、総務省では、電子自治体に関して、平成 15 年 8 月に「電子自治体推進指針」

を策定し（平成 18年 7月一部改定）、同指針を踏まえ、主に電子自治体の基盤整備と行政

手続等のオンライン化等を推進してきましたが、その後の地方分権の加速、地方公共団体

の厳しい財政状況、地域における社会的問題の増大、および新しい情報通信技術や情報通
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信を活用したサービスの進展などを踏まえ、平成 19 年 3 月に「新電子自治体推進指針」

を策定しました。その中の「今後の重点的な取組事項」として、官民連携ワンストップサ

ービスの実現やＩＴを活用した行政改革の推進を挙げています。（資料２「新電子自治体

推進指針における今後の重点的な取組事項」） 

 

資料２ 新電子自治体推進指針における今後の重点的な取組事項 

１ 行政サービスの高度化 

（１）行政手続等のオンライン化の推進 

（２）行政手続等のオンライン利用の促進 

（３）行政手続等の完全オンライン化の実現 

（４）官民連携ワンストップサービスの実現 

（５）住民への分かりやすい情報提供と行政の透明性拡大 

（６）その他の取組事項（電子投票の導入促進、統合型 GIS の導入の促進） 

２ 行政の簡素化・効率化 

（１）ＩＴを活用した行政改革の推進 

（２）情報システムの見直し、刷新 

（３）情報システム調達の透明化、効率化 

３ 地域の課題解決 

（１）ＩＣＴを活用した地域の課題解決 

（２）地域の情報格差の解消 

 

２）ＩＴを活用した行政改革 

行政改革の実施にあたってＩＴの活用は極めて有効ですが、単に業務を電子化するだけ

では効果は乏しく、ＩＴの活用と併せて、業務及び組織の見直しにまで踏み込むことが必

要です。 

業務フローを見直し、システムで対応できる部分はシステムで対応し、真に必要な業務

に重点的に職員を配置転換するなどメリハリのある職員配置に努めなければなりません。

また、より的確に自治体経営を行うため、知識・情報の共有や、政策の企画立案・決定に

ＩＴを有効に活用することも重要です。 
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２．自治体ＥＡの導入を促す行政改革上の諸課題 

 

・ 行政改革の実施にあたっては様々な課題があり、自治体ＥＡの導入はその課題解決

の有力な手段となる 

 

地方公共団体において、行政改革を実施するにあたっては、下表に掲げたように様々な

課題が存在しています。自治体ＥＡを導入することにより、これらの課題が解決され、大

きな効果が期待されます。 

表 行政改革上の課題と自治体ＥＡによる効果 

行政改革上の課題 

担当部署 区分 課題の概要 

自治体ＥＡ導入により 

期待される効果 

次期行革計

画の立案 

・ 地方行革に係る国の方針に

沿って、具体的な効果が期

待できる計画を立案する必

要がある 

・ 行革の対象業務の構造が明ら

かになり、市場化テスト対応

や IT 活用を検討すべき箇所

が明確になる 

行革担当 

既存の行革

事業の見直

し 

・ 行革事業に対する原課の参

加意識が高まらない 

・ 事務事業評価が具体的な業

務改善につながらない 

・ 行革事業の目的、および目的

とその達成手段との因果関係

が明らかになり、行革事業が

原課の業務改善にどのように

結びつくかが明確になる 

次期情報化

計画の立案 

・ 費用対効果が高く、サービ

スや業務の追加・変更など

にも柔軟に対応できるシス

テムなどの整備計画を立て

る必要がある 

・ 計画立案に対する原課の協

力意識が高まらない 

情報システム担

当 

基幹システ

ムの更改 

・ 費用を抑制しつつ、費用対

効果が高く、サービスや業

務の追加・変更などにも柔

軟に対応できるシステムを

導入する必要がある 

・ システム更改作業（仕様検

討など）に対する原課の協

力意識が高まらない 

・ システムの導入目的や利用者

側から見たシステム対象業務

の区切りが明らかになり、関

係する原課の協力が得られや

すくなる 

・ 業務を構成する機能や情報が

標準化されて重複機能や不要

な複雑性が排除されること

で、その部分に係るシステム

費用の抑制を図ることができ

る 

・ 対象業務の「あるべき姿（将

来像）」や「次期の姿」が明ら

かになり、後のサービスや業

務の追加・変更を見越したシ

ステムが検討できる 

職員数の減

少 

・ 職員の定年退職や新規職員

の採用抑制などにより、従

来と同じ業務量を今までよ

り少ない職員で対応しなけ

ればならない 

各種の事務事業

担当（原課） 

業務量の増

加 

・ 住民サービスの提供対象の

増加や要件の緩和などによ

って業務量が増える 

・ 業務を構成する機能や情報が

標準化されて重複機能や不要

な複雑性が排除されること

で、その部分に係る人員の抑

制を図るとともに、業務全体

の効率向上を図ることができ

る 
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行政改革上の課題 

担当部署 区分 課題の概要 

自治体ＥＡ導入により 

期待される効果 

新規事業へ

の対応 

・ 既存の制度や組織の枠には

まらない新規事業の事業計

画を立案する必要がある 

・ 計画立案に対する関係他原

課の協力意識が高まらない

・ 利用者側から見た対象業務の

区切りが明らかになり、その

新規事業が各課に関係してい

ることが明確になる 

総合企画担当 次期総合計

画の立案 

・ 住民ニーズに応える施策を

必要最小限の予算で実施す

るための総合計画を立てる

必要がある 

・ 計画立案に対する原課の参

加意識が高まらない 

・ 個々の施策の目的、および目

的とその実現手段との因果関

係が明らかになり、また利用

者側から見た対象業務の区切

りが明らかになることで、原

課の協力が得られやすくなる
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３．ＩＴを活用した行政改革の実現手段としての自治体ＥＡの意義 

 

・ 組織全体を通じた業務・システムの最適化を図る設計手法であるＥＡ（Enterprise 

Architecture）を取り入れることで、ＩＴを活用した行政改革を効果的に推進して

いく 

 

１）全体最適の観点でＩＴの活用を進める手法としてのＥＡ 

ＩＴの活用は行政改革の有効手段の１つですが、実際にＩＴを活用して行政改革を進め

るには、いくつかの課題があります。 

１つ目の課題は、ＩＴの活用結果がその地方公共団体全体から見て「個別最適」になっ

てしまう可能性があることです。行政改革の一環として庁内業務における各種作業を電子

化する際、各課がそれぞれ業務パッケージ・システムを導入するなど個々の作業を個別に

電子化してしまうと、あるシステムで出力された帳票の内容を別のシステムで画面から再

度手入力するなど、個々の作業の効率は向上しても庁内全体の業務効率が思ったほど向上

しないことがあります。 

この課題を解決するために、組織全体の視点でＩＴの活用方策を検討する手法の１つで

あるＥＡを導入することで、ＩＴを活用した行政改革を効果的に推進していくことが可能

になります。 

 

２）自治体職員自らが実施する自治体ＥＡ 

ＩＴを活用して行政改革を進める際の２つ目の課題は、行政改革の取り組みが「情報シ

ステムまかせ」になってしまう可能性があることです。一度、情報システムを導入すると、

システム化の対象業務の構造がブラック・ボックス化してしまい、その業務に関するその

後の行政改革を自治体職員（その業務を所管する原課の担当者など）主導で行うことが困

難になってしまうこともあります。 

また、今までは、情報システムの最適化（重複するシステム機能の排除などによる情報

システム費用の適正化）を目的としたＥＡを情報システム・ベンダー主体で実施すること

が多かったのですが、行政改革の一環としてＥＡを導入するには、自治体職員（特に原課

の担当者）が主体となって、業務と情報システムの両面を捉えたＥＡを実施していく方策

を考える必要があります。 

自治体ＥＡでは、紙や口頭で行っていた業務を含め、仕事のやり方自体の見直しはもち

ろん、どこまでの業務を情報システムでカバーするか、住民の視点に立ったワンストップ

サービスをどう実現するかといったことも勘案して、業務・システムの一体的な改革を目
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指すこととしています。また自治体ＥＡでは、ＩＴを活用した行政改革の進め方に関する

検討が自治体職員自ら行えるように、検討の手順、検討内容をまとめた図表の書き方、お

よび検討の参考となる資料を、１つの手法としてまとめています。 
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４．サービスと組織・業務・システムの組み替えによる行政改革 

 

・ 自治体ＥＡでは、ＩＴを活用した「サービスと組織・業務・システムの組み替え」

による行政改革を検討する 

・ サービス利用者の視点でこれらを組み替えることにより、限られた行財政資源で、

今まで以上の効果を出すサービスと組織・業務・システムを整備する 

 

自治体ＥＡでは、限られた行財政資源で、多様化・高度化する住民の要望に的確に応え

るという行政改革の目的達成のために、ＩＴを活用した「サービスと組織・業務・システ

ムの組み替え」について検討します。具体的には、住民や企業など、サービスを利用する

側の視点で既存のサービスを見直して利用者側の利便性を向上するとともに、見直し後の

サービスのあり方に適したものとなるよう、既存の組織・業務・システムも組み替えます。

これにより、従来の業務・システムにあった重複機能や不要な複雑性などを排除し、真に

必要な行財政資源で行政サービスの提供が行えるようになります。 

 

１）ＩＴを活用した「サービスと組織・業務・システムの組み替え」の例 

以下、住民向け窓口サービスのワンストップ化を例に、ＩＴを活用した「サービスと組

織・業務・システムの組み替え」について紹介します。 

 

①窓口の一元化の例 

まず、各種証明書の交付サービスを考えてみます。 

従来は、市民課では住民票の写しや印鑑登録証明を交付、納税課では所得証明を交付な

ど、根拠法令や所管部署毎に証明書の交付サービスを提供していました。つまり、これら

サービスは「提供側（地方公共団体の側）の視点」でまとめられていました。 

これを、住民側の利便性を向上するために「利用者の視点」で組み替えると、引っ越し、

入学・就職、不動産や自動車の購入といった住民側で発生する種々の事象（ライフ・イベ

ント）毎のサービス提供となり、ワンストップサービスとしてまとめて各種申請や証明書

の交付が行われることが望ましいこととなります。 

その場合、例えば、各種証明書を交付する「総合窓口課」を新設し、市民課や納税課で

所管していた証明書交付業務を総合窓口課に移管することが考えられます。また、基幹シ

ステム内の住基サブシステム、印鑑登録サブシステム、各種税のサブシステムがそれぞれ

重複して持っていた証明書交付機能を「証明書交付サブシステム」にまとめることが考え

られます。これによって、各課で窓口対応していた担当者の総数を削減するとともに、証
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明書交付に係る情報システムの費用を抑制します。 

このような組織・業務・システムの組み替えは、その後のサービス追加や従来の行政組

織の枠を超えた更なる組み替えの際にも効果を発揮します。例えば将来、各種証明書の交

付請求の受付及び引渡しをコンビニエンスストア等の民間企業に委託するような場合、コ

ンビニエンスストア側と連携する箇所は総合窓口課の業務と証明書交付サブシステムに

集約され、組み替え箇所を局所化することができます。これによって、必要最小限の予算

と期間で対応することが可能となります。 

各課を回って
証明書を取得

市
民
課

申請書

証明書

基幹システム

住
基
台
帳

業
務

印
鑑
登
録

業
務

住基
台帳

印鑑登録
台帳

住民票の
写しの交付

印鑑登録
証明の交付

納
税
課

税務システム

個
人
住
民
税

業
務

課税
台帳

所得証明
の交付

申請書

証明書

申請書

証明書

提供側の視点でまとめられた
サービスと組織・業務・システム

市
民
課

基幹システム

住
基
台
帳

業
務

印
鑑
登
録

業
務

住基
台帳

印鑑登録
台帳

住民票の
写しの交付

（審査・発行）

印鑑登録
証明の交付
（審査・発行）

納
税
課

税務システム

個
人
住
民
税

業
務

課税
台帳

所得証明
の交付

（審査・発行）

総合窓口課

証明書交付
システム

窓口
業務

各
種
証
明
の
交
付

（交
付
請
求
の
受
付
、
引
渡
し
）

住宅ローン
申込用証明書

一式

申請書

証明書
証明書

証明書

利用者側の視点で組み替えた
サービスと組織・業務・システム

申請者
（住民など）

窓口担当者

窓口担当者の
総数を削減

１つの窓口で
全ての証明書

を取得

窓口毎に担当者を配置

 

図 証明書交付サービスの組み替え例 

 

②申請時の添付書類の削減・廃止の例 

続いて、所得制限のある乳幼児医療費助成の申請受付の例について考えてみます。 

ある市の住民が、助成制度を利用するために、所定の申請書に必要事項を記入して市の

福祉課に申請したとします。申請を受け付けた福祉課では、申請者が同市の住民であるか、

また申請者の所得が制限以内であるかについて審査します。もし、制度によって、福祉課

の担当者が同市の住基システムなどに直接照会することが可能となっていない場合、住民

に住民票の写しなどを別途取得してもらい、それを乳幼児医療費助成の申請時に添付して

もらうことになります。 

この添付書類の取得は、住民側にとって大きな負担です。そこで、制度を見直し各種シ

ステムの端末を福祉課に設置して、福祉課から住基システムなどに直接照会できるように

すれば、乳幼児医療費助成の申請における添付書類をなくすことができます。これによっ

て、申請における住民側の負担が大幅に軽減されるとともに、この申請にともなって発生

する市民課などの証明書交付作業が削減され、窓口担当者数の抑制につながります。 
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窓口担当者 １人の申請者にのべ３人
の窓口担当者が対応

１つの窓口
で申請完了

窓口担当者の
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図 組み替えによる申請時の添付書類の廃止の例 

 

２）サービスと組織・業務・システムの組み替えパターンとその効果 

サービスと組織・業務・システムの組み替えとその効果は、以下に示すような幾つかの

パターンにまとめられます。ＩＴを活用した「サービスと組織・業務・システムの組み替

え」による行政改革の検討では、これら組み替えパターンのどれを採用するかについて検

討することになります。 

 

表 サービスと組織・業務・システムの組み替えパターンの例 

組み替え

対象 

組み替え 

パターン 

組み替えの概要と、期待される効果 

ワ ン ス ト

ップ化 

従来、個別に提供されていたサービス

を、利用者側のニーズに応じて１つにま

とめてから提供することにより、サービ

ス利用に係る利用者側の手間や時間が

抑制、短縮される。 

 

 

 

 サービス 

簡略化 サービスを提供する際、利用者側から見

て冗長と思われる手続きや添付書類な

どを廃止することにより、サービス利用

に係る利用者側の手間や時間が抑制、短

縮されるとともに、添付書類の取得に係

る手数料などが不要となる。 
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Ｂ

Ｃ

Ａ

Ｂ

Ｃ

A
B
C
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Ｂ

Ｃ

ｂ

ｃ

Ａ

Ｂ

Ｃ

ｂ

ｃ

ｂ

ｃ



12 

組み替え

対象 

組み替え 

パターン 

組み替えの概要と、期待される効果 

統合化 本来、同様なものであるにも関わらず各

所に分散している組織・業務・システム

を１つに統合することにより、それらに

係る費用が抑制、削減される。 

 

 

 

 

重複排除 個々の業務・システムを全体として「一

連のつながり」として見た時に重複する

部分を排除することにより、それらに係

る費用が抑制、削減されるとともに、重

複部分で費やされていた時間が短縮さ

れる。 

 

単純化 個々の業務・システムを全体として「一

連のつながり」として見た時に不要と思

われる複雑性を排除して全体を単純化

することにより、複雑性に起因する時間

が短縮される。 

 

 

 

組織、 

業務、 

システム 

並列化 本来、並行して実施可能であるにも関わ

らず順次的に実行していた業務を並列

化することにより、業務全体に係る時間

が短縮される。 
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